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８  届出制度について 

１ ． 届出制度の概要  
立地適正化計画の公表が行われると、都市再生特別措置法に基づき、一定規模以上の開発行為や建築

行為を行う場合に、市長への届出が義務付けられます。 

■届出の概要 

目的 誘導区域外の住宅や誘導施設の立地動向を 事前に把握するも の 

届出の対象区域 都市計画区域 

運用開始日 立地適正化計画の公表日 

届出の対象行為 

都市機能誘導区域に関する 

届出制度 

○誘導施設の開発・ 建築行為 

○誘導施設の休止又は廃止 

⇒資料編 p91~ p96 参照 

居住誘導区域に関する 

届出制度 

○住宅の開発・ 建築行為 

⇒資料編 p97~ p101 参照 

届出日 行為着手の３ ０ 日前まで 

届出場所 薩摩川内市都市計画課 

届出の様式 

窓口に設置するほか、 Ｈ Ｐ から も ダウンロード でき ます。  

※「 都市機能誘導区域に関する届出様式（ 記入例）」（ 資料編 p91~ p96）  

「 居住誘導区域に関する届出様式（ 記入例）」（ 資料編 p97~ p101 

に従っ て必要事項をご記入の上、 提出し てく ださ い 

 

■届出の流れ 

 届出の流れは、 以下のと おり です。 対象行為の届出については、 いち早く 情報を把握するため、

開発許可・ 建築確認申請等の前に余裕を持っ て届出し てく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

  

開発・建築

の計画

事前相談

（建築部局）

届出対象の是非を判断

（都市計画課）
届出

開発許可・建築確認

申請等

建築・開発

行為の着工

行為着手の 30 日前まで 
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２ ． 都市機能誘導区域に関する届出制度  

（ １ ） 目的 
届出は、都市機能誘導区内外の誘導施設の立地動向を把握することを目的としています。 

（ ２ ） 届出の対象と なる行為 
都市計画区域内で誘導施設を対象に以下の行為を行う場合には、原則として市への届出が必要です。 

■都市機能誘導区域外における誘導施設の開発・ 建築等（ 都市再生特別措置法第 108 条第 1 項）  

◆開発行為 

・ 誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おう と する場合 

◆建築等行為 

・ 誘導施設を 有する建築物を 新築し よう と

する場合 

・ 建築物を改築し 、 誘導施設を有する建築

物と する場合 

・ 建築物の用途を 変更し 、 誘導施設を 有す

る建築物と する場合 

■都市機能誘導区域内の誘導施設の休廃止（ 都市再生特別措置法第 108 条の２ ）  

◆誘導施設の休廃止 

・ 誘導施設を休止し 、 又は廃止し よう と す

る場合 

■届出対象と なる誘導施設 
誘導施設 定義 

病院 医療法に基づく病院の内、診療科目に内科又は外科を有するもの 

通所系福祉施設等
（通所系サービス及
び小規模多機能型
居宅介護） 

介護保険法に基づく居宅サービス・地域密着型サービスのうち通所系サービス
（通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所
介護）及び小規模多機能型居宅介護を提供する施設 

保育所・幼稚園等 子ども・子育て支援法」に基づく幼稚園、保育所、認定子ども園 
児童福祉法に基づく保育所、一時預かりを行う事業所、小規模保育事業を行う事業
所、事業所内保育事業を行う事業所 

大規模スーパー 日常生活に必要な生鮮食料品や日用品を販売する店舗（大規模小売店舗立地法
による基準面積 1000 ㎡以上のもの） 

銀行・信用金庫 銀行法に基づく銀行、信用金庫法に基づく信用金庫 

 ※具体的な施設は、 上表をご参照の上、 薩摩川内市都市計画課へご相談く ださ い。  
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■届出を必要と し ない軽易な行為 

以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

誘導施設の建築・ 開発行為等 

【 都市再生特別措置法第１ ０ ８ 条第１ 項】  

【 都市再生特別措置法施行令第３ ５ 条】  

 

◆軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するも の 

・ 誘導施設を 有する建築物で仮設のも のの建築の用に供す

る目的で行う 開発行為 

・ 上記の誘導施設を有する建築物で仮設のも のの新築 

・ 改築又は用途変更によ り 誘導施設を 有する建築物で仮設

のも のと する行為 

◆非常災害のため必要な応急措置と し て行う 行為 

◆都市計画事業の施行と し て行う 行為又はこ れに準ずる行為 

 

（ ３ ） 届出の時期 

届出は、開発行為等に着手する 30 日前までに必要となります。また、届出内容を変更する場合も、変更

に係る行為に着手する日の30 日前までに届出が必要です。 

 

（ ４ ） 届出書類の作成 
以下の区分により、指定された届出書に添付図書を添えて行います。 

開発行為の

場合 

届出書 様式 18 
（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 18※第 52 条第 1 項第 1 号関係）  

添付図書 ① 当該行為を行う 土地の区域並びに当該区域内及び当該区

域の周辺の公共施設を表示する図面 

② 設計図 

③ その他参考と なる事項を記載し た図書 

建築行為の

場合 

届出書 様式 19 
（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 19※第 52 条第 1 項第 2 号関係）  

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面 

② 建築物の２ 面以上の立面図及び各階平面図 

③ その他参考と なる事項を記載し た図書 

上記の届出

内容を 変更

する場合 

届出書 様式 20 

（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 20※第 55 条第 1 項関係）  

添付図書 上記のそれぞれの場合と 同様 

休廃止の 

場合 

届出書 様式 21 

（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 21※第 55 条の 2 関係）  

添付図書 ① 当該行為を行う 土地の区域並びに当該区域内及び当該区

域の周辺の公共施設を表示する図面 

② 休廃止の決定に係る図書 

③ 都市機能の用途及び面積が分かる書類等 
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（ ５ ） 届出書類記入例 
 

様式 18 都市機能誘導区域外の開発行為 

 

様式第十八（ 第五十二条第一項第一号関係）  

 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第 108 条第１ 項の規定に基づき 、開発行為について、下記により 届け出

ます。  

 

   令和●●年 ●●月 ●●日 

    薩摩川内市長 殿 

 

                   届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                       氏 名 株式会社○○        

                          代表取締役□□ □□    印 

                        連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇 

 

開 
発 

行 

為 

の 

概 

要 

１  開発区域に含まれる 

地域の名称（ 住所）  
薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

２  開発区域の面積 □,□□□． □□ 平方メ ート ル  

３  建築物の用途 商業施設 

４  工事の着手予定年月日 令和●●年 ●●月 ●●日  

５  工事の完了予定年月日 令和●●年 ●●月 ●●日  

６  その他必要な事項 

地目： 宅地 

（ 建築物の詳細な用途）  

生鮮食料品売場 ◇◇◇㎡    

（ 連絡先）  ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△ 担当： ☆☆ 

TEL： ○○○-○○○-○○○○ 

注１  届出者が法人である 場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載するこ
と 。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名） の記載を 自署で行う 場合においては、 押印
を 省略するこ と ができ る。  

 

  

株式会社 

●●● 

代表印 

届出日を 記入 

（ 工事着手の３ ０ 日前まで）  

誘導施設の詳細を記入 
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様式 19 都市機能誘導区域外の建築行為 

 

様式第十九（ 第五十二条第一項第二号関係）  

 

誘導施設を有する建築物を 新築し 、 又は建築物を改築し 、 若し く はその用途を 変更し て誘導施

設を有する建築物と する行為の届出書 

 都市再生特別措置法第１ ０ ８ 条第１ 項の規定に基づき 、  

 誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 の 新 築 

 建 築 物 を 改 築 し て 誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 と す る 行 為 

 建築物の用途を 変更し て 誘導施設を 有する 建築物と する 行為 

について、 下記により 届け出ます。  

 

   令和●●年 ●●月 ●●日 

    薩摩川内市長 殿 

 

                     届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                         氏 名 株式会社○○        

                            代表取締役□□ □□    印 

                         連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇 

１  建築物を 新築し よ う と する 土

地又は改築若し く は用途の変

更を し よ う と する 建築物の存

する土地の所在、地番、地目及

び面積 

土地の所在： 薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

 

地目： 宅地 

面積： □,□□□． □□㎡ 

２  新築し よ う と する 建築物又は

改築若し く は用途の変更後の

建築物の用途 

商業施設 

３  改築又は用途の変更を し よ う

と する 場合は既存の建築物の

用途 

 

４  その他必要な事項 

（ 建築物の詳細な用途）   生鮮食料品売場 ◇◇◇㎡ 

（ 行為の着手予定年月日）  令和●●年●●月●●日 

（ 連絡先）  ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△  担当： ☆☆ 

TEL： ○○○-○○○-○○○○ 

注１  届出者が法人である場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載する こ
と 。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名） の記載を 自署で行う 場合においては、 押印
を 省略するこ と ができ る 。  

  

届出日を 記入 

（ 工事着手の３ ０ 日前まで）  

株式会社 

●●● 

代表印 

誘導施設の詳細を記入 
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様式 20 様式 18 又は様式 19 の届出内容を 変更する場合 

 

様式第 20（ 都市再生特別措置法施行規則第五十五条第一項関係）  

 

行為の変更届出書 

令和●●年 ●●月 ●●日 

薩摩川内市長 殿 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

氏 名 株式会社○○         

代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇   

 

 都市再生特別措置法第１ ０ ８ 条第２ 項の規定に基づき 、 届出事項の変更について、 下記によ

り 届け出ます。  

記 

 

１  当初の届出年月日：          令和●●年 ●●月 ●●日 

 

２  変更の内容：  

建築物の用途の変更 生鮮食料品売場 ⇒ 日用品売場 

 

３  変更部分に係る行為の着手予定日：   令和●●年 ●●月 ●●日 

 

４  変更部分に係る行為の完了予定日：   令和●●年 ●●月 ●●日 

 

 

注１  届出者が法人である 場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載
するこ と 。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名）の記載を自署で行う 場合においては、
押印を省略するこ と ができ る。  

３  変更の内容は、 変更前及び変更後の内容を 対照さ せて記載するこ と 。  

 

  

株式会社 

●●● 

代表印 

当初に届出を し た年月日を 記入 

変更内容の変更前後がわかるよう に記入 

変更部分に係る 開発行為等

の工事着手年月日を 記入 

届出日を 記入 

（ 工事着手の３ ０ 日前まで）  

２　変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
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様式 21 誘導施設の休止・ 廃止を行う 場合 

 

様式第 21（ 都市再生特別措置法施行規則第五十五条の二関係）  

 

誘導施設の休廃止届出書 

令和●●年 ●●月 ●●日 

薩摩川内市長 殿 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

氏 名 株式会社○○         

代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇   

 

 都市再生特別措置法第１ ０ ８ 条の２ 第１ 項の規定に基づき 、 誘導施設の（ 休止・ 廃止） につ

いて、 下記により 届け出ます。  

記 

 

１  休止（ 廃止） し よう と する誘導施設の名称、 用途及び所在地 

（ 名 称） ○○病院      

（ 用 途） 病院 

（ 所在地） ●●市◆◆町■■番地 

 

２  休止（ 廃止） し よう と する年月日：        令和●●年 ●●月 ●●日 

 

３  休止し よう と する場合にあっ ては、 その期間 

令和●●年●●月●●日 ～ 令和●●年●●月●●日 

 

４  休止（ 廃止） に伴う 措置 

(1)休止（ 廃止） 後に誘導施設を 有する 建築物を 使用する予定がある 場合、 予定さ れる当該建

築物の用途 

 

(2)休止（ 廃止） 後に誘導施設を 有する 建築物を 使用する予定がない場合、 当該建築物の存置

に関する 事項 

建築物は、 解体する 。 跡地については、 別事業者へ売却予定。  

除却予定日： 令和●●年●●月●●日 

 

注１  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載し てく ださ

い。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名） の記載を 自署で行う 場合においては、押印を省

略するこ と ができ ます。  

３  ４ (2)欄には、 当該建築物を 存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その他の事項につ

いて、 当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時期その他の事項につい

て記入し てく ださ い。  

株式会社 

●●● 

代表印 

該当する 誘導施設を記入 

届出日を 記入 

（ 休廃止の３ ０ 日前まで）  

２　4(2)欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その他の事
　　項について、当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時期その他
　　の事項について記入してください。
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３ ． 居住誘導区域に関する届出制度  

（ １ ） 目的 
届出は、居住誘導区域外における住宅の開発・建築の実態を把握することを目的としています。 

（ ２ ） 届出の対象と なる行為 
都市計画区域内の居住誘導区域外で、住宅を対象に以下の開発行為・建築行為等を行おうとする場合

には、原則として市への届出が義務付けられています。 

■居住誘導区域外における住宅の開発・ 建築等（ 都市再生特別措置法第 88 条第 1 項）  

◆開発行為 

・ ３ 戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

・ １ 戸又は２ 戸の住宅の建築目的の開発行為で、 その規模が 1,000 ㎡以上のも の 

◆建築等行為 

・ ３ 戸以上の住宅を新築し よう と する場合 

・ 建築物を改築し 、 又は建築物の用途を変更し て３ 戸以上の住宅等と する場合 

 

■届出を必要と し ない軽易な行為 

以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

住宅等の開発・ 建築行為等 

【 都市再生特別措置法第88 条第１ 項】 

【 都市再生特別措置法施行令第27 条】 

 

◆軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するも の 

・ 住宅等で仮設のも の又は農林漁業を 営む者の居住の用に

供するも のの建築の用に供する目的で行う 開発行為 

・ 上記の住宅等の新築 

・ 改築又は用途変更により 上記の住宅等と する行為 

◆非常災害のため必要な応急措置と し て行う 行為 

◆都市計画事業の施行と し て行う 行為又はこ れに準ずる行為 

  

※「 住宅」 と は、 戸建て住宅、 共同住宅、 長屋等の居住の用に供する建築物です。 寄宿舎や老人ホームは

含みません。  
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（ ３ ） 届出の時期 
届出は、開発行為等に着手する 30 日前までに必要となります。また、届出内容を変更する場合も、変更

に係る行為に着手する日の30 日前までに届出が必要です。 

 

（ ４ ） 届出書類の作成 
以下の区分により、指定された届出書に添付図書を添えて行います。 

開発行為の

場合 

届出書 様式 10 
（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 10※第 35 条第１ 項第１ 号関係）  

添付図書 ① 当該行為を行う 土地の区域並びに当該区域内及び当該区

域の周辺の公共施設を表示する図面 

② 設計図 

③ その他参考と なる事項を記載し た図書 

建築行為の

場合 

届出書 様式 11 
（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 11※第 35 条第１ 項第２ 号関係）  

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面 

② 建築物の２ 面以上の立面図及び各階平面図 

③ その他参考と なる事項を記載し た図書 

上記の届出

内容を 変更

する場合 

届出書 様式 12 

（ 都市再生特別措置法施行規則様式第 12※第 38 条第１ 項関係）  

添付図書 上記のそれぞれの場合と 同様 
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（ ５ ） 届出書類記入例 
 

様式 10 居住誘導区域外の開発行為 

 

様式第 10（ 都市再生特別措置法施行規則第三十五条第一項第一号関係）  

 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第８ ８ 条第１ 項の規定に基づき 、 開発行為について、 下記により 届け出ま

す。  

 

   令和 ●●年●●月 ●●日 

   薩摩川内市長 殿 

 

                     届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                         氏 名 株式会社〇〇        

                             代表取締役□□ □□   印 

                         連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇 

 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１  開発区域に含まれる 地域 

の名称（ 住所）  
薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

２  開発区域の面積 □,□□□.□□ 平方メ ート ル  

３  住宅等の用途 
専用住宅 

４  工事の着手予定年月日 令和●●年●●月●●日  

５  工事の完了予定年月日 令和●●年●●月●●日  

６  その他必要な事項 

地目： 宅地 

（ 開発行為の目的） 専用住宅（ 20 区画） 用造成 

（ 連絡先） ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△ 担当： ☆☆ 

TEL： ○○○-○○○-○○○○ 

注１  届出者が法人である場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載
するこ と 。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名）の記載を 自署で行う 場合においては、
押印を省略するこ と ができ る。  

  

株式会社 

●●● 

代表印 

届出日を 記入 

（ 工事着手の３ ０ 日前まで）  

開発行為の工事着手年月日を記入 

開発行為の目的 

等を記入 
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様式 11 居住誘導区域外の建築行為 

 

様式第 11（ 都市再生特別措置法施行規則第三十五条第一項第二号関係）  

 

住宅等を 新築し 、 又は建築物を改築し 、 若し く はその用途を変更し て住宅等と する行為の届出書 

都市再生特別措置法第８ ８ 条第１ 項の規定に基づき 、  

   住 宅 の 新 築 

建 築 物 を 改 築 し て 住 宅 等 と す る 行 為  について、 下記により 届け出ます。  

  建築物の用途を 変更し て 住宅等と する 行為 

 

   令和 ●●年●●月 ●●日 

   薩摩川内市長 殿 

 

                      届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                          氏 名 株式会社○○        

                             代表取締役□□ □□    印 

                          連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇 

 

１  住宅等を 新築し よ う と する 土地又

は改築若し く は用途の変更を し よ

う と する 建築物の存する 土地の所

在、 地番、 地目及び面積 

土地の所在： 薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

 

地目： 宅地 

面積： □,□□□． □□㎡ 

２  新築し よ う と する 住宅等又は改築

若し く は用途の変更後の住宅等の

用途 

共同住宅 

３  改築又は用途の変更を し よ う と す

る場合は既存の建築物の用途 
 

４  その他必要な事項 

（ 行為の目的） 共同住宅（ 10 戸） の建築 

（ 行為の着手予定年月日） 令和●●年●●月●●日 

（ 連絡先） ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△ 担当： ☆☆ 

TEL： ○○○-○○○-○○○○ 

注１  届出者が法人である場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載する こ
と 。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名） の記載を 自署で行う 場合においては、 押印
を 省略するこ と ができ る 。  

株式会社 

●●● 

代表印 

建築行為等の目的 

等を記入 

届出日を 記入 

（ 工事着手の３ ０ 日前まで）  
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様式 12 様式 10 又は様式 11 の届出内容を 変更する場合 

 

様式第 12（ 都市再生特別措置法施行規則第三十八条第一項関係）  

 

行為の変更届出書 

令和●●年 ●●月 ●●日 

薩摩川内市長 殿 

 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

 氏 名 株式会社○○         

        代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐ 〇〇‐ 〇〇〇〇 

 

都市再生特別措置法第８ ８ 条第２ 項の規定に基づき 、 届出事項の変更について、 下記により 届け出

ます。  

 

記 

 

１  当初の届出年月日：          令和●●年 ●●月 ●●日 

 

２  変更の内容：  

開発区域面積の変更 □,□□□． □□㎡ ⇒ ◇,◇◇◇． ◇◇㎡ 

３  変更部分に係る行為の着手予定日：   令和●● 年 ●●月 ●●日 

 

４  変更部分に係る行為の完了予定日：   令和●● 年 ●●月 ●●日 

 

 

注１  届出者が法人である 場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載するこ
と 。  

２  届出者の氏名（ 法人にあっ てはその代表者の氏名） の記載を 自署で行う 場合においては、 押印
を 省略するこ と ができ る。  

３  変更の内容は、 変更前及び変更後の内容を 対照さ せて記載するこ と 。  

 

 

株式会社 

●●● 

代表印 

当初に届出をし た年月日を 記入 

変更内容の変更前後がわかるよう に記入 

変更部分に係る 開発行為等

の工事着手年月日を 記入 

届出日を 記入 

（ 工事着手の３ ０ 日前まで）  

２　変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。


